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原子力発電所の耐震安全性
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最初に皆様への質問

 原子力発電所は大きな地震が起きた時でも、周囲
に放射性物質を漏洩する可能性が少なく、まあま
あ安全と思う。

 原子力発電所は大きな地震が起きた時、周囲に放
射性物質を漏洩する可能性があるので、安全とは
思わない。
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はじめに
柏崎刈羽原子力発電所の経験

 想定を超える地震動（M6.8）、設計を超える地震加速度
（約2.5倍）

 原子炉の安全確保
 重要機器の損傷はなかった
 周辺地域に放射線災害を及ぼさなかった

 一般設備は損傷

 普及に時間を要しており、エネルギー供給や経済的損
害は大きい

 これらを踏まえ、安全性の向上と設備損傷の低減を目指
した耐震安全を考える
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制御棒及び駆動装置

出典：資源エネルギー庁「原子力2008」
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１ 原子力発電所の安全確保の基本

閉じ込める
放射性物質が外部に漏
れないように閉じ込め

る

止める
トラブルを検知する
と中性子を吸収する
制御棒を自動挿入し、
原子炉を安全に止め

る

冷やす
運転停止後もポ
ンプを循環、約
30～40℃まで冷

やす
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２ 地震の基礎知識



活断層調査

沿岸海域活断層調査

表層音波探査

深層音波探査

海底堆積物調査

陸地トレンチ調査の例

断層の分布、過去の活動の歴
史等を調査
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原子力発電所と一般建築物との揺れの差

岩着の原子炉建屋（Sクラス）は、一般構築物より揺れが少ない
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３ 原子力発電所の地震対策
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耐震設計審査指針（耐震指針）の改定概要



原子力施設の耐震構造設計の基本方針

重要度分類 建物および構築物 機器、配管など

Sクラス Cクラスの震度の3倍と 動的
解析により定まる水平地震力
の大きな値

動的解析による加速度と左記
の加速度の1.2倍による地震
力

Bクラス Cクラスの震度の1.5倍 左記の震度の1.2倍、
重要な共振のおそれのある
設備は動的にも解析

Cクラス 建築基準法に定める震度 左記の震度の1.2倍
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粘のある材料 岩着 剛構造 経験に基づく地震荷重の想定

重要度分類は旧基準によった。AｓクラスはS2地震に対し機能維持条
件を追加。新基準ではA、AsはSクラスに統合。
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耐震設計のプロセス
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断層、過去の地震の調査

地盤調査等

基準地震動の決定

設計地震力の決定

建屋・構造物の耐震解析

機器・配管耐震解析

支持基盤の安定解析

重要度
分類

Sクラス機器・配管の構造決定の流
れ

許容応力度設計

地震力 動的地震力

設計用最強
地震力

静的地震力

機能維持設計

地震力 設計用限界地震力

構造の計画

構造の決定



設計用地震力の決定 動的地震力
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ゆれ

基準地震動
S1、S2

設定された震源

設計用地震動の設定

建屋・構築物

動的地震力

機器・配管

床応答地震動/地震力

地震力

個々の機器、配管等の

構造設計



設計用地震力の決定 静的地震力
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建築基準法の静的地震力

i階の層せん断力 Ｑｉ＝ΣＷｉ
×Ci

Sクラスは建築基準法の静的地震力
の3倍

i階の層せん断力 Qi=Σwi×３Ci

Bクラス葉1.5倍、Cクラスは１倍

一般建築物 原子炉建屋等

ΣＷｉ：各階が支える上部の総重量

Ci ：層せん断力係数

建屋・機器・配管構造設
計



設計の検証

 モデルを用いた大型振動台による検証
 安全上重要な機器は、想定した地震力より大きな力で実際に
揺らせて、設備の機能や働きに異常がないか確認した
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設計の裕度
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余裕のイメージ

この他、実際の材料の強さと規格値、実際に発生している応力と
計算値の間にも余裕がある

建屋 設備A 設備B

材
料
の
強
さ

機能維持規格値

規格許容値

余裕

余裕

圧力・自重等

地震荷重S1

地震荷重S2

設備C



４ 中越沖地震と柏崎刈羽原子力発電所
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• 発震日時：2007年7月16日10時13分頃
• 震源位置：上中越沖 北緯37度33.4分、

東経138度36.5分、深さ：17㎞
• 気象庁マグニチュード：M=6.8

• 柏崎刈羽原子力発電所まで：
震央距離 16㎞、震源距離 23㎞

• 設計を超える地震加速度（最大2.5倍）

４．１ 中越沖地震の概要

MI090823 

東電資料より



中越沖地震の特徴と規模

 従来の経験的な評価方法に基づく計算値を上
回る揺れ
 原子炉建屋基盤上で観測された加速度が1～4号機
側（680～384Gal）と5～7号機側（442～322Gal）
と大きな差

 通常より大きな地震に褶曲地盤等による増幅
と建屋が埋め込まれていることによる減衰が
作用

 設計時に想定した地震動との差（水平方向）
 1号機 1.5（＊）～2.5倍（＊静的震度法ベース）
 7号機 1.35倍
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４．２ 柏崎刈羽原子力発電所への影響

＊運転中の原子炉は計画通り停止
→「止める」「冷やす」「閉じ込める」が機能

＊重要機器（A, A Sクラス）の損傷はないか、軽
微

＊B、Cクラスは損傷アリ、復旧の時間を要する

＊プール水、排気筒から微量の放射能が漏れ
た（モニタリングでの検出されず）
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柏崎刈羽原子力発電所の重要機能は維持された結果、原子炉
は安全に停止



発電所の最重要機能 原子炉の安全
止める・冷やす・閉じ込める

 止める 地震動を検知し自動停止（スクラム）

制御棒緊急挿入

 冷やす 冷却系を運転継続して停止

 閉じ込める 燃料からの放射性物質の漏洩なし

燃料損傷なし・格納容器の健全性維持

プール水と排気筒からの微量放射能漏出
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グッドプラクティスとして評価

機械学会動力エネルギー部門賞受賞



損傷事例１ ３号機所内変圧器の火災

ショートによる火花に起因して、３号機所内変圧器で火災が発

屋外消火設備の損傷により消火活動が難航

防火壁があり、燃え尽ると鎮火する構造

24
東電資料より
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使用済燃料プール水が燃料交換機の電線管を通じて

非管理区域へ滴下し，排水タンク経由で海へ放出

原子炉建屋

排水口

地下１階

３階

中３階

管理区域非管理区域

４階

水溜り

水溜り

非放射性の排水タンク

使用済み
燃料プール

海

燃料交換機
給電ボックス

流入箇所

放水口 ケーブル貫通部
構造の問題

放射能測定の遅れ

損傷事例２ ６号機燃料プール水の漏えい

東電資料より



損傷事例３ ７号機の放射性物質の漏えい
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復水器内に滞留していたヨウ素および粒子状放射性物質が、タービングランド蒸気排

風機により吸引され放出

原子炉建屋

タ ー ビ ン
建屋

排
気
筒

ﾌｨﾙﾀ

ﾌｨﾙﾀ

原
子
炉

復水器

タービン ７号機主排気筒
モニタ小屋

建屋換気

活性炭式希ガス
ホールドアップ装置

プラント停止後も
稼動していた

排風機停止操作の遅れ

排風機

東電資料より



４．３ 周辺地域への影響

 漏れた放射能は微量・・・影響はなかった
 柏崎海岸で１３人は海水浴したの同じ線量

 1kg当りでは人間より少ない量

 周辺地域で異常の検出されず

 それにもかかわらず、報道は不安を煽った！
仏ルモンド紙は正確に報道（７月１８日付記事）

最も地震の影響を受けた地域に立地する柏崎刈羽原子力発電所は
損傷がなかった。初期的な火災が発生したものの迅速に消し止め
られ、漏洩は環境が汚染されるレベルをはるかに下回っていた。
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漏れた放射能の規模（１）
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発表・報道された微量の放射能
プールの水 １．２ｍ３ ９万ベクレル（Bq)

モニタリングでは異常は検出されず
→人体より低い値（海水はゼロに等しい）

漏れた水は１リットル当り 75Bq/L

（１キログラム当りでは 75Bq/kg、人体より少ないレベル！）

飲料水規準 259Bq/L以下（WHO）

人と体の中 7000Bq（120Bq/kg、13人集まったのと同じ）

ラドン温泉 9000Bq/L（10L分）

温泉法では111Bq/L以上が放射能泉
（ATOMICAによる）



漏れた放射能の規模（２）

29

発表・報道 大気中に漏れた 気体ヨウ素4×108Bq、粒
子状物質2×106Bq これによる被ばく線量はそれ
ぞれ、約2×10-7ｍSv、約7×10-10ｍSv

一般公衆の線量限度の1千万分の１、自然界か
ら1年間に受ける被ばく線量2.4ｍSvと比較し
ても十分低い

モニタリングでは検出されず→ゼロに等しい
胸部X線検査0.05mSv、東京‐NY往復0.2mSvと

比較しても、無視しうる値
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中越沖地震における
漏えい，放出による線量

６号機漏えい：約0.000000002 mSv
７号機放出 ：約0.0000002 mSv
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体内の放射性物質
約７０００Bq

体重１kg当り
約120Bq

参考２ 体内、食物中の自然放射性物質

漏れた放射能は
75Bq/ｋｇ
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４．４ エネルギー供給、環境、経済への影響

• 柏崎刈羽原子力は出力821.2万kW、東京電力の発電量の17%を発

電。

• 停止は供給面、環境面（CO2排出増加）、国民経済に大きな影響。
安定供給対策

 新規電源の運転開始や休止火力の運転再開、試運転前倒し、発電所の

増出力運転や自家発の余剰購入などを実施

 節電のお願い、燃料の追加調達

ＣＯ２排出量増大

 平成１９年度約400億ｋＷｈを火力発電で代替

CO2排出量約2300万ｔ増加（日本全体の排出量の約２％相当）

経済影響

 原油の輸入とCO2排出権取引でお金が海外流出

国民経済への影響大



４・５ 柏崎刈羽原子力発電所の地震対策

 地質調査にもとづき、耐震性を強化
 中越沖地震の約1.5倍の基準地震動を設定

 配管サポートの追加、強化等

 消化設備の強化
 消化配管の地上化、トレンチ化等

 自衛消防体制の整備
 化学消防車の配備等

 その他
 通報連絡網の強化等
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原子炉建
屋地下階

1号機 2号機 3号機 4号機 5号機 6号機 7号機

中越沖地
震観測値 680 606 384 492 442 322 356

基準地震
動による
揺れ

845 809 751 704 606 724 738

耐震強化
地震によ
る揺れ

1000

基準地震動および建屋の揺れ

基準地震
動

2300 1209

耐震強化に向け、全号機1000ガルで設計確認、設備改良を実施

東電資料より編集

中越沖地震の1.5倍に耐震強化



耐震安全性向上のための工事の例(1)
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壁

壁

サ
ポ
ー
ト配管

サポート追加により、配管の揺れを低減

サポートの追加

 

配管

サポート

配管サポート追加のイメージ

＜既設配管サポートのイメージ＞

東電資料より



消火設備の強化
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 消火設備の損傷対策

 消火系配管の地上化、フレキシブル
ジョイントの採用等（地盤沈下の影響
を受けにくい構造に変更）

 防火水槽設置など水源の多様化

耐震防火水槽設置

消火配管の地上化
消火配管のトレンチ化

耐震安全性向上のための工事の例(２)

東電資料より



5  地球温暖化防止に向けた原子力の役割

 京都議定書1997年

 先進国2008～12年までに1990年の5.2％減

 日本は6％減→2007年は9.0％増

 洞爺湖サミット2008年

 2050年までに現状の半減（先進国は60～80％減）

 COP15に向け2020年の中期目標国民的合意の形成

 日本：2005年比15％減（麻生首相の決断）

 太陽光 2800万kW導入（定額買取）等もあるが！

 削減の43％は原子力（新設９機と稼働率向上による）
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中期計画は原子力がなければ達成できない！
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わが国の中期目標６つの選択肢

問題点

・産業界の主張は①

・環境政策者の主張は⑥

・麻生総理は、中間を

取って選択肢③＋１％

2005５年比ー１５％

・民主党マニフェストでは

1990年比－２５％を主張

環境・エネルギー
政策を決定付ける
重要な岐路



地球温暖化対策
中期目標に於ける原子力の役割
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GHG15％削減の内訳

原子力の寄与

：43％

内訳

新設９機

稼働率向上

→約80％

SNW第10回シンポジウム益田氏資料より
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２０５０年のエネルギー需給の姿

一次エネルギー供給の推移 電源構成の推移

日本エネルギー経済研究所、資料



今後の原子力政策（経済産業省 2009年6月18日）

低炭素電源の中核たる原子力の更なる推進に向けた決意と具体策

決意
・原子力発電の活用なくしては、エネルギー安定供給はもちろん、地球 温暖化
問題への対応はおよそ不可能である。

・2020年をめどに原子力を始めとする『ゼロ・エミッション電源』を50% 以上
とする」

・原子力発電比率を、2020年時点で40%程度とする必要がある。

具体策
１．既設炉の高度利用

設備利用率の向上や出力の向上など

２．新増設・リプレースの円滑化
2018年度までに運転開始が予定されている9基の新増設を着実に

進める。

３．核燃料サイクルの推進
六ヶ所再処理工場の操業,使用済燃料の貯蔵施設の整備
プルサーマル計画の推進,高速増殖炉開発の推進
高レベル放射性廃棄物処分事業の推進

４．国民との相互理解促進

５．地域共生

６．国際的課題への対応41



６ まとめ

 耐震安全性に確保にむけて
 一定以上の大きさの地震動を感知した場合；

「自動停止」→「冷やす」「閉じ込める」で安全確保

 最新の知見にもとづく設計と審査

 運転開始後も、最新の知見を踏まえた安全性の確認

要すれば耐震性強化

 環境・エネルギー政策
 CO2削減の約半分は原子力

「新規建設」「稼働率向上」がカギ
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温室効果ガス削減中期目標達成には原子力が必須

このためには国民の理解が不可欠



おわりに 今日の話を聞いて；

原子力発電所は大きな地震が起きた時でも、周囲に
放射性物質を漏洩する可能性が少なく、まあまあ安
全と思う。

原子力発電所は大きな地震が起きた時、周囲に放射
性物質を漏洩する可能性があるので、安全とは思わ
ない。
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ご静聴ありがとうございます


